
年 月

3 18 95 9 1 2 10

3

18

95

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 4,800 4,200 4,200 0

事業費
の内訳

千円

節 事業費
19 4,20019 4,800 19 4,200

事業費 節 事業費
事業費計 千円 4,800 4,200 4,200
一般財源 千円 4,800 4,200 4,200

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円
その他 千円

県支出金 千円

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　山村留学生の増加により、都市との交流を
深め、小鹿野高等学校と町の活性化を図
る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

小鹿野高校入学者 人 106 85 120

山村留学生 人 14 11 15

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　山村留学生の受入体制を拡充する。 成果指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
１　山村留学の広報・宣伝活動の支援団体
等
２　山村留学生の受け入れの支援団体等
３　山村留学における各種活動の支援団体
等

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

補助金交付額 千円 4,800 4,200 4,200

３１年度
（見込）

支援団体 団体 1 1 1

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

25 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　埼玉県立小鹿野高等学校及び小鹿野町
の活性化を図ることを目的に創設された山
村留学制度の円滑な運営を支援する団体に
対し、補助金を交付する。

　小鹿野高等学校の活性化を図るため、野球部を支援する団体に補助金「1団体・
4,800,000円」の交付を行った。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 9 1 2
№

小鹿野町山村留学支援事業費
10

基本事業 魅力ある学校づくりへの連携 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町山村留学活動費補助金交付要綱

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 県立小鹿野高等学校との連携 総合戦略事業該当 該当

担当係名 自治文化人権担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 山村留学支援事業

担当
課所

課所名 総務課

28 年度 1 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　山村留学支援事業は、小鹿野高等学校と町の活性化を図るため山村留学制度の宣伝活動や受入活動等を支援する団体に補助
金を交付している。今後、新規の支援団体や受入家庭等を模索し、幅広い年代の留学生の受け入れができるよう、受入体制を検討
する必要がある。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　現在は、小鹿野高等学校山村留学制度の支援団体に補助金を交付している。今後は、事業成果を検証し必要最小限の適正な補
助金を交付することで事業費の削減を図る。また、新規の支援団体や受入家庭等を模索し、受入体制の充実を図る必要がある。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ｂ 改善・見直しを進める

B 事業費の削減余地があ
る

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

⑥ 事業費・人件費を見直す（見直
す方がよい）

理由・
改善案

　本事業は、山村留学を支援する団体への補助事業であるため、町で実施しなければなら
ない。

　事業内容と事業成果を検証することにより、助成金の削減を図る。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　補助金は、山村留学を支援する団体の負担軽減を目的として交付している。よって、受
益者負担は必要としない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　現在、町から補助金を交付している団体は１団体である。今後は、留学生の増加を図る
ため、新規の支援団体や受入家庭等を模索し、山村留学生の受入体制を充実させる。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　現在、小鹿野高等学校山村留学制度の支援団体に補助金を交付している。引き続き、
山村留学を支援する団体等に助成を行い留学生の受入体制を充実させる。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

3 23 105 2 1 8 19

3

23
105

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 505 519 1,519 0

事業費
の内訳

千円

節

19 500 19 500 19 1,500

事業費

11 0 11 10 11 10
9 99 5 9 9

事業費 節 事業費
事業費計 千円 505 519 1,519 0 0
一般財源 千円 505 519 1,519

節 事業費 節 事業費 節

地方債 千円 0 0 0
その他 千円 0 0 0

0 0 0
県支出金 千円 0 0 0

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円

450 450

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　住民が自ら参加し、地域の清掃活動や美
化運動により地域のつながりを強め、それぞ
れ各委員会の活動の充実を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

花いっぱい運動実施個所 個所 7 8 8

花いっぱい運動活動回数 回 10 12 12

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　補助金の交付により、各地区コミュニティ
委員会の活動の充実を図る。また、町コミュ
ニティ協議会の備品の整備・貸出し、花いっ
ぱい運動等で各地区の活動の充実を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

備品貸出件数 件 431

３１年度
（目標）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
　町コミュニティ協議会及び各地区（小鹿野・
長若・三田川・倉尾）のコミュニティ委員会
平成28年度より両神地区コミュニティ委員会
が加わる。

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

活動費補助金 千円 500 500 1,519

３１年度
（見込）

地区コミュニティ委員会の委員数 人 74 88 88

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

55 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　小鹿野町コミュニティ協議会に補助金を支
出している。町協議会は各地区（小鹿野・長
若・三田川・倉尾）のコミュニティ委員会に補
助金を交付し、各委員会の活動を支援して
いる。各委員会では補助金を清掃活動、植
栽、軽スポーツ・運動会等の経費に充ててい
る。
　また、町コミュニティ備品を貸出し、町民の
地域活動を支援している。

　小鹿野町コミュニティ協議会に補助金５００千円を交付し、コミュニティ協議会の活
動を支援した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 2 1 8
№

コミュニティ活動推進費
19

基本事業 コミュニティ活動の推進 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 補助・支援事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町補助金等の交付手続き等に関する規則

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

総合振興計画
上の政策体系

政　策 ふるさとの明日を担う心豊かな人づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 コミュニティ・ボランティア活動の推進 総合戦略事業該当 該当

担当係名 自治文化人権担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 コミュニティ活動推進事業

担当
課所

課所名 総務課

28 年度 2 政策体系 予算区分 一般

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

平成

昭和



４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　コミュニティ活動推進事業は地域社会の活動を支援することが目的であり、そのために町が補助金を交付している。各団体・地域
の自主性を尊重するあまり事業内容の固定化につながることも懸念されるが、より多くの住民の参加が重要であり目的達成のため
に有効に補助金を活用することが必要である。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　地区委員会の役員も固定化されており、また高齢化でもある。構成員に若い人が加わり新しい発想が生まれることが必要。

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

　地域コミュニティ委員会内部は行政区を単位として構成されており、地区の区長を中心に活動してい
る。そのため、若い人が構成員として加わることには遠慮がちになることが懸念されるが、積極的な活動
を求める必要がある。

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　各地域の委員会・各行政区が自主財源及びそれぞれのアイデア・発想で活動できる場合は、段階的に補助金を削減することが
できる。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

理由・
改善案

　県レベルのコミュニティ協議会の傘下に町コミュニティ協議会があり、その中に各地域の
委員会が組織されている。そのため、民間に委託することは適切ではない。

　町から町コミュニティ協議会への補助金５００千円のうち、各委員会への補助金が３００千
円であり、残り２００千円が町コミ協の事業費となる。町コミ協の財源が町の補助金である
ため、成果を低下させずに事業費を削減することは難しい。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　コミュニティ事業は、地域社会の活動を支援することが目的であるため、受益者負担は
目的に沿わない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　各委員会の活動については、事業内容が毎年固定化されており、新規事業はあまり見
受けられない。新規の事業を起こすことも必要であり、それにより住民の参加も活発にな
る。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　各地域のコミュニティ委員会への補助金の交付により各委員会が独自に活動しており、
また、地域へコミュニティ備品の貸し出すことで地域活動の活性化にもつながっている。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　本事業は補助金の交付により、各地域におけるコミュニティ活動の推進を図るものであ
り、地域社会の活性化に寄与している。また、町コミュニティ協議会の備品の貸し出しによ
り、地域活動の活性化、清掃・植栽等で町内の美化が図られている。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）



年 月

5 38 141 2 5 1 25

5

38
141

町ホームページ閲覧件数

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

総合振興計画
上の政策体系

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 国・県との連携 総合戦略事業該当 非該当

予算
区分

会計

担当係名 広聴広報統計担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 統計調査実施事業

担当
課所

課所名 総務課

28 年度 3 政策体系 予算区分 一般

基本事業 国・県との連携強化 単独事業・補助事業 補助事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 検査・調査事務

平成
根拠法令、
例規・要綱

統計法、統計法施行令、地方自治法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

款 項 目 大事業名

一般 2 5 1
№

国勢調査費
25

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
・国勢調査：国の最も重要かつ基本的な統計調査
・農林業センサス：農林業の生産構造等を調査
・経済センサス：事業所や企業の経済活動等を調査
・住宅土地統計調査：住宅と世帯、土地等を調査
・工業統計調査：工業の実態を調査
・商業統計調査：商業(卸売・小売)の実態を調査
・学校基本調査：学校数、在学者数等の状況を調査
・就業構造基本調査：就業・不就業の実態を調査
・町（丁）字別人口調査：字別の人口世帯等を調査
等

・国勢調査（平成２７年１０月１日現在）　４，３６３世帯　１２，１１７人
・学校基本調査（平成２７年５月１日現在）　幼稚園１園、小学校４校、中学校４校、
・町（丁）字別人口調査（平成２８年１月１日現在）　６６地区　４，８３６世帯　１２，４７２人

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

7各種統計調査実施数 調査 9 7 9 7

３１年度
（見込）

国勢調査人口 人 12,117 - - - -

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
住民、事業所・企業、学校 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

人 12,472 12,220 11,970 11,720 11,470

学校基本調査 対象数 校（園） 9 6 6 6 6

３１年度
（目標）

学校基本調査報告率 ％ 100 100 100 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　人口・世帯、事業所・企業、学校等の実態を明ら
かにする。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

町（丁）字別人口調査

町（丁）字別人口調査報告率 ％ 100 100 100 100 100

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　町が保有している統計情報を町ホームページに
掲載し、町民と共有する。
　各種行政施策の基礎資料として活用する。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

件 106,506 107,000 108,000 109,000 110,000

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円 6,627 1,018 527
地方債 千円
その他 千円

事業費計 千円 6,629 1,033 630 0 0
一般財源 千円 2 15 103

節 事業費 節 事業費 節 事業費

8 33 3 9 3 5
1 3461 4,920 1 647

事業費 節 事業費

9 20 9 16 9

3 12
11 1,091 11 358 11 209

56

912 74 12
6

14 261
13 230 19

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,629 1,033 630 0

平成

昭和

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　統計法で定められた調査であり、他の対象や意図は考えられない。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　法定受託であるが、調査結果を町民へ公表したり、関係部署の各種計画等の基礎資料
として提供できるので、「情報公開の推進」という基本目標を推進することができる。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　現在、国において統計調査全般について、民間委託等の検討が行われているが、直ち
に全国的な展開が望めない。現時点では、統計調査の性格からして町が行うべきもので
ある。

　報酬等の経費は交付金として支給され、一般財源は必要最小限の経費であるため、削
減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　調査結果は国や県において公表するほか、町でもホームページ等を通じて町民へ公表
したり、関係部署の各種計画等の基礎資料として提供するため、受益者負担を求める余
地はない。

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　統計法で定められた調査方法であるため、内容や進め方などを見直すことはできない。
一部調査に応じてくれない対象（世帯や事業所）等には、広報活動や調査員を介して、調
査の趣旨を理解していただくよう説明していく。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
法定受託事務であるため、町では休止・廃止できない。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　法定受託事務であるため、従来通り実施していく。現在、国では調査全般について民間委託等を検討しているが、現時点では町が
実施していく必要がある。今後も、統計調査に関する経費は交付金として支給されるため、必要最小限の経費で事務を実施してい
く。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）



年 月

1 9 68 8 1 3 11

1

9

68

3 1 日作成

評価対象 平成 27 年度 評価実施 平成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29

担当係名 危機管理・防災担当

事
業
区
分

新規事業・継続事業 継続事業
事務事業名 防火水槽等新設事業

担当
課所

課所名 総務課

28 年度 4 政策体系 予算区分 一般

総合振興計画
上の政策体系

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

基本施策 安全の確保 総合戦略事業該当 非該当

基本事業 消防・防災対策 単独事業・補助事業 単独事業

任意的・義務的 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 施設等整備事業

平成
根拠法令、
例規・要綱

消防法

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

予算
区分

会計 款 項 目 大事業名

一般 8 1 3
№

防火水槽等新設費
11

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

手
段

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

31年 ～

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２７年度実績（平成２７年度に実施した事業内容）
　火災による被害の軽減及び水利不足地域
の解消を図ることを目的に、消防用水利とし
て地下埋設式の防火水槽（４０t級以上）を設
置する。

地下埋設式防火水槽（鉄筋コンクリート造）　４０t級　２基設置
設置場所：下小鹿野地内、両神薄地内

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

2

402防火水槽設置数 基 394 396 398 400

新設防火水槽設置数 基 2 2 2 2

３１年度
（見込）

人口 人 12,651 12,371 12,120 11,870 11,620

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）
住民 対象指標 単位

２７年度
（実績）

２８年度
（見込）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

世帯数 世帯 4,860 4,830 4,800 4,770 4,740

３１年度
（目標）

防火水槽設置数 基 394 396 398 400 402

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）
　防火水槽を設置し、迅速に消防活動がで
きるようにする。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

（各年度４月１日現在）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　消防力の強化充実を図り、住民の生命及
び財産を守る。地域の安全を確保する。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（目標）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

目
的

３１年度
（目標）

消防水利基準達成数 基 307 309 311 313 315

消防水利基準達成率 ％ 77.9 78.0 78.1 78.3 78.4

　(2)　事業費の推移・内訳

投
入
量

事
業
費

財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（見込） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）
国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円 7,900 8,000 8,600
その他 千円

事業費計 千円 8,919 9,708 9,200 0 0
一般財源 千円 1,019 1,708 600

節 事業費 節 事業費 節 事業費
9,2008,919 9,708

事業費 節 事業費

事業費
の内訳

千円

節

0ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 8,919 9,708 9,200 0

15 15 15

平成

昭和

平成

昭和



　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　この欄は、「平成２７年度事務事業に対する評価」を踏まえた平成２９年度に実施する取組につい
て、平成２９年度に実施する事務事業評価において記入

２　視点別評価【Ｃｈeck】

目
的
妥
当
性
の
評
価 ③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

A 妥当である
理由・
改善案

　防火水槽を設置し、消防力の強化充実を図ることにより、災害発生時の住民の生命及び
財産を守ることができるので妥当である。

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

結びついている
理由・
改善案

　防火水槽を設置することにより、災害発生時の迅速な消防活動が期待でき、住民の生活
の安全が確保される。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

A1 町が実施しなければな
らない

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

類似する事務事業名

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　消防用水利の設置は市町村の責務であり、成果は十分に出ている。

効
率
性
の
評
価

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

理由・
改善案

　消防法の規定により、消防用水利は市町村が設置するものとされている。

　必要最小限の事業費で執行しているため、削減の余地はない。

公
平
性
の
評
価

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 受益者負担は求める必
要がない

理由・
改善案

　消防用水利の設置は市町村の責務であり、受益者負担を求める余地はない。

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】

 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(4)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

　消防用水利の設置は市町村の責務であることから、今後も従来通り事業を実施し、消防力の強化充実を図っていく。防火水槽の設
置は地権者からの土地提供の承諾が必要であり、防火水槽設置後に土地の分筆を行う。老朽化等によりやむを得ず防火水槽の撤
去もあるが、そうした場合、新たに代替地に設置することとなる。

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

Ａ 現状維持（従来通り実施）

A 削減の余地はない
理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）
　町内の全地域・全世帯を消防用水利で補うことができれば、事業を終了することができるが、現実的に不可能であるので継続
的に事業を執行する必要がある。

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）


